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１．今日の学校教育の基本課題

　変化の激しい現代社会とそこでの学校教育の諸
課題が，「グローバル化」，「情報化」，「少子高齢化」，

「知識基盤社会」等々，種々の言葉によって一般
的に特徴づけられると共に，その主たる要因とみ
なされているのであるが，今日の子供たちの諸課
題やそれらの諸課題に取り組む学校教育の中心に
位置づくとされている道徳教育の観点から考える
と，「私事化」（プライバタイゼーション）傾向の
拡大の問題を加える必要があるように思われる。
　わが国における子供たちの生徒指導上の諸問
題，特にいじめ問題がこの私事化傾向に起因する
ことは，森田洋司氏を中心に行われてきたいじめ
に関する研究によって明らかにされてきた1）。ま
た，生徒指導上の諸問題だけでなく，学校におけ
る子供たちの学習に関しても私事化の問題は密接
なかかわりを有している。学校における様々な教
科等の学習は，知識や技能など一般性，普遍性を
持つ内容の学習であり，そこでの思考それ自体，
私事化が生み出す自己中心的な思考とは対極的な
性格のものである。
　昨年話題になったイギリスの EU（ヨーロッパ
連合）離脱に関する国民投票の結果やアメリカ大
統領選挙の大方の予想に反した結果などに見られ
る自国中心主義の広がりもこの私事化問題につな
がるものと考えて差し支えないのではなかろう
か。自国中心主義及びそれに基づく排外主義的政
策を支持する国民（投票者）の数が過半数を越え
ているということであり，これは社会的・政治的

側面でその理念的基盤を支えていた理想主義的・
普遍主義的な思考が自己利益を優先的に求める極
めて現実主義的な思考によって取って代わられて
いることでもある。それはわが国にとっても無縁
のことではない。
　しかし，私事化やその基盤にある自己中心的思
考傾向は，他者において自己の在るべき在り方を
志向する道徳の黄金律（「汝の欲せざるところを
人に為すことなかれ」）に対立するものであり，
道徳上は忌避の対象とされるが，近代に始まる社
会が個人を基盤に成立する社会であり，またその
個人を容易に全体主義によって抑圧・蹂躙するこ
とが歴史上絶えなかったことを想起すれば，それ
を一概に否定したり過小評価することも賢明とは
言えない。
　すると，「人格の完成」を目的にし，道徳的自
律性を普遍的な価値として掲げながら構築，展開
されてきた学校教育，とりわけ道徳教育は，これ
までの理想主義的な考え方に基づく教育構想と教
育方略を大きく見直す必要があるように思われ
る。とは言え，教育や道徳教育が理想主義とは真
逆の考え方で成り立つかどうかは，不確かであり，
疑問もあろう。
　ここは，学校教育（近代教育）の出発点に立ち
戻って，現実である現代社会の課題を見据えなが
ら，改めてアンチノミックな課題を基盤に持つ教
育の基本的な課題に目を向け，生徒や教師として
経験してきた，今ある教育にのみまなざしを固定
するのではなく，今ある教育の限界点を問題や課
題として批判的に振り返り，これからの教育のあ
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りうる形とその拠り所を探りながら，これまでの
教育の再考を行う必要があるように思われる2）。
　今回，学習指導要領の改訂に際して，そこで問
われていた課題は，「詰め込み」か「ゆとり」か
という二項対立的な考え方は取らないことが強調
されているように3），上記の問題への一つの答え
を出すことであったように思われる。そのため，
内容の観点から見れば，大きな改訂には見えない
かもしれないが，方法の観点から見れば，近未来
の新たな学習方略を求める，これまでの学習方略
の転換にも等しい極めて重い改訂であるように思
われる。
　以下では，今回の学習指導要領の改訂の意義と
課題について検討し，そのうえでこの学習指導要
領が新たに導入しようとしている学習方略をどの
ように理解し具体化したらよいのかについて，学
習指導要領の根幹に位置づく学校の道徳教育，特
に「特別の教科　道徳」（道徳科）を中心に置い
て検討する。そして，他の教科や領域と連動しな
がらその具体化のために検討しておくべきいくつ
かの必要な課題を提示したい。

２．2030年を見通した学習指導要領の改訂

　2016（平成28）年12月21日に中央教育審議会答
申「幼稚園，小学校，中学校，高等学校及び特別
支援学校の学習指導要領等の改善及び必要な方策
等について」4）が出され，そのなかで，すでに
2015（平成27）年３月27日に告示されていた「一
部改正小学校学習指導要領」と「一部改正中学校
学習指導要領」によって正式に設置された「特別
の教科　道徳」（道徳科）後の学校の道徳教育に
ついても，高校の道徳教育を含め，2030（平成
42）年までを見通した学習指導要領の改訂に対応
する道徳教育の基本的な枠組みとそれを実現する
具体的な方略が示された5）。そして，2017（平成
29）年３月31日には，それに基づいて幼稚園教育
要領及び小学校・中学校の学習指導要領が改訂・
告示された6）。
　2008（平成20）年告示の学習指導要領における
時代認識は，21世紀の社会が知識基盤社会である
ことだったが，今回は，これを踏まえつつ，情報
化や人工知能（AI）の発展そしてグローバル化
の予測を越える進展の速さが生じさせる急激な変
化を消極的・受動的に受け止めるのではなく，む
しろ積極的・能動的に受け止め，これからは，こ

れまでの知の伝達・継承を基本とする学習の在り
方を，「主体的・対話的で深い学び」（アクティブ・
ラーニング）へ転換することを企図している。
　2008（平成20）年に登場した現行の学習指導要
領は，1968（昭和43）年の学習指導要領以来「教
育内容の現代化」というスローガンの下に世界的
に展開された教育内容の科学化・系統化が増大さ
せていた子供たちの学習負担を軽減し，「ゆとり
ある学校生活」を実現する方向へ転換した1977（昭
和52）年の学習指導要領の基本方針から始まる一
連の改訂サイクルの内に位置づけられる。1989（平
成元年）年には小学校低学年に社会科と理科の合
科である「生活科」を新たに導入した学習指導要
領が登場し，また，1998（平成10）年には「総合
的な学習の時間」が新設され，いわゆる「ゆとり
路線」が明確に打ち出された。ところが，学力低
下への懸念や批判が盛んに登場し，2008（平成
20）年の学習指導要領は，「生きる力」を掲げ，
1998（平成10）年の「ゆとり路線」を掲げた学習
指導要領からの転換という方向は含みもっていた
が，しかし，「生活科」や「総合的な学習の時間」
は廃止されておらず，後者の時間を減らし，各教
科の学習内容と時間数の増加を図るものだった。
　これはけっして1977（昭和52）年以来の基本路
線自体の転換ではない。むしろ，その路線のいっ
そうの推進を図るものである。そのため，学習活
動にかかわっては，知識の習得にとどまるのでは
なく，「探究的な学習」を通して「考える力」の
育成が目指された。これは OECD 等による学力
調査の結果の国際比較で明らかになってきた，深
く考える力，いわば応用力にかかわる，わが国の
子供たちの課題への対応でもあった。
　また，同時に「言語活動の重視」という新たな
路線が登場し，評価の在り方の一新が行われ，「指
導と評価の一体化」という考え方によって学習活
動の改善が要請された。しかし，「生活科」や「総
合的な学習の時間」については，言語活動重視と
体験活動重視が，子供たちの学びを見直し，知識
の学習が知識を創るという極めて主体的な営みで
あるとの認識に立ってはいたが，それを具体化す
る新たな学習活動のコンセプトは示されてはいな
かった。それゆえ，学校現場などではそれを探る
努力も行われてはきたが，多くの場合，そこでの
学習と活動の内容に注意が向けられ，「生活科」
や「総合的な学習の時間」の導入が求めている学
習活動を支える基本枠組みへの転換には至らな



「考え，議論する道徳」への転換に向けて

― 3―

かったように思われる。
　1990年代頃からのいじめや不登校，あるいは学
級崩壊といった生徒指導上の諸問題の深刻化も
あって，「言語活動の重視」は人間関係（relation）
の基盤にあるコミュニケーション能力の不足への
対応としてもっぱら捉えられてきた観があるが，
それは学習活動それ自体を成立させる鍵をにぎる
ものでもあったのである。
　今回の学習指導要領改訂に際して，中央教育審
議会における諮問や審議の過程で登場した「アク
ティブ・ラーニング」は「活動的な学び」と訳さ
れることが多いが，実はそれは必ずしも十分とは
言えない。そうではなく，知識の獲得や学習それ
自体がどのようにして成り立つのかという「学ぶ」
ということの基本的な事柄に関わる課題なのであ
る。
　知識は単に物事の名前であるだけなく，意味を
持っている。その意味はそれが位置付く場や文脈
に規定されている。そのために異なる場や文脈に
依拠すると，人によってその意味が変わってくる
ことがある。だから知識の学習は，それが位置付
く場や文脈に照らし合わせながら行われる必要が
ある。しかも一人でそれを行うことは難しい。な
ぜなら場や文脈は他者と共有するものであり，意
味は一人のものではないからである。さらに，学
習は知識の獲得にとどまらず，知識の成り立ちと
その客観的な妥当性の検証を介して行われるな
ら，学習は知識を創るということを含み込むこと
になる。これは1960年代にブルーナー，J.（Bruner 
J. 1915～2016）が提案した「発見学習」にもつな
がる。
　ここには，すでにある知識の獲得を学習と捉え，
内容において教育の課題を捉えようとする「学制」
以来のわが国の学校における伝統的な学習観や教
育観とそれでは対応できない今日の社会状況の問
題が根強く存在していると言ってもよかろう。今
求められているのは，この伝統的な学習観や教育
観の転換であり，独立した主体を基盤にしている
教育観や学習観，それは近代主義的な学習観でも
あるが，それを軌道修正することであるように思
われる7）。伝統的な学習観が近代主義的な学習観
であると言うと，奇異に思われようが，学校教育
それ自体が個人の主体性を基本にする近代という
時代の所産であることを思えば何ら奇異でも不思
議でもない。

３．新学習指導要領の枠組み

　答申では，第４章の２．学習指導要領等の改善
の方向性において，学習指導要領等の枠組みの見
直しとして，６点が挙げられている8）。この６点
が答申第１部の中心をなしている。
①�「何ができるようになるか」（育成を目指す資

質・能力）
②�「何を学ぶか」（教科等を学ぶ意義と，教科等間・

学校段階間のつながりを踏まえた教育課程の編
成）

③�「どのように学ぶか」（各教科等の指導計画の作
成と実施，学習・指導の改善・充実）

④�「子供一人一人の発達をどのように支援するか」
（子供の発達を踏まえた指導）

⑤�「何が身についたか」（学習評価の充実）
⑥�「実施するために何が必要か」（学習指導要領等

の理念を実現するために必要な方策）
　①は，今回の改訂の基本理念の一つにあたる部
分であり，審議の過程では，以下のような三角図
で構造的に示されてきた9）。

　これらは３つの資質能力であり，評価の３つの
観点でもある。②は，①を実現するために構成さ
れる教育課程であり，いわゆる内容にあたる。②
では各教科等で育む資質・能力を明確化し，目標
や内容を構造的に示すことが求められている。③
はその資質・能力を育成するための学習の在り方
であり，質の高い深い理解を実現する学びが求め
られている。ここで特に注目されるのは，「学び
に向かう力・人間性」である。「学びに向かう力」
と「人間性」が共に含まれていることである。こ
の場合「人間性」はこれまでのような理念的で抽
象的なものではなく，社会生活や日常生活を支え
ているもの，例えば，人間関係調整力，コミュニ
ケーション能力などの社会的スキルや前向きに積
極的に生きようとする意欲や態度を含んでいる。
人間性の形成は道徳教育が関わる部分であるが，
するとここで想定される道徳教育は道徳的価値の

学びに向かう力・

人間性

／ ＼

生きて働く    ―― 思考力・

知識・技能 判断力・

表現力
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理解という狭い範囲のものではなく，社会生活や
日常生活を広く踏まえたものと言えよう。これが

「主体的・対話的で深い学び」（「アクティブ・ラー
ニング」）が登場するゆえんである。
　①から③の全体も以下のような三角図で構造的
に示されている10）。また，学力を知識の量におい
て捉えるのではなく，その質と活用との両面で捉
える考え方は，今日の学習研究の世界的な流れに
沿っている。

　平成元年以後のこれまでの学習指導要領におい
てもっぱら②の「何を学ぶか」に重点が置かれ，
①と③を明確に示すことができていなかったのに
対して，今回の学習指導要領は①と③を②と構造
的に一体化して示すことによって，1977（昭和
52）年以後これまでの学習指導要領が，「詰め込
み教育」の是正のために実現しようとしてきた教
育課程の理念を明確にするものとなっている。ま
た， これは基本的には OECD をはじめとする世界
的な流れに沿うものでもあり，やっとグローバル
スタンダードに追いついたということでもある11）。
　しかし，これはあたかも設計図のようなもので
あり，これが具現化するためには⑤と⑥が極めて
重要となる。すでに述べたように，学校の教員は
従来のパラダイムで自己形成を行ってきたのであ
り，自らの指導観の転換が欠かせない。今でもア
クティブ・ラーニングは子供たちの活動中心の学
習形態であると考えている教員は数多い。それで
は戦後の「試案」時代の学習指導要領のいわゆる

「新教育」へ戻ることとなり，結局二項対立は克
服できないこととなる。
　そうではなく，「質の高い深い学び」を実現す
るのがアクティブ・ラーニングなのであり，活動
中心の学習形態の活動の中身が問題なのである。
活動それ自体が子供たちの学習上の意義を持つわ
けではない。これは体験活動と体験主義との問題
を考えてみれば分かりやすい。体験すること自体
が学習上意義を持つのではなく，体験してみて今
まで気づかなかったことに気づくことが学習とし
ての意義を持つのである。これを理解するには，

「学ぶ」・「教える」という基本的な部分の理解か
ら始める必要がある。そのためには，学校におけ

るすべての教員の参加する研修の充実と共通理解
の形成が必要である。そのためにカリキュラムマ
ネージメントの重要性が強調されているが，大学
の教師教育においてもこれまでの科目の履修と実
習の形式的関係の見直しが行われなければならな
い。

４．「考え，議論する道徳」への転換

　答申では，まず現行の学習指導要領の成果と課
題が論じられているが，すでに述べたように，今
回の改訂は，1977（昭和52）年から2008（平成
20）年までの基本方針を基本的には受け継ぎなが
ら，これまでの学習観・指導観を転換するという
ものであり，内容的には，時代の新しい課題に対
応するために，小学校での外国語（英語）という
教科の導入や情報化やコンピュータの発展に対応
するプログラミングに関する学習内容の導入，高
校での地歴公民の新科目「公共」の導入による再
編が目立った変更となっている。しかし，基本的
には学びの在り方の考え方こそ重要な焦点なので
ある。
　道徳教育では，小中学校に「特別の教科　道徳」

（道徳科） を新設するため， 次期学習指導要領の基
本方針の先取りが行われ，ひと足先に改訂が行わ
れているので，改訂の趣旨が述べられている12）。
新設された道徳科では，多様な価値観が並立し，

「時には対立がある場合も含めて，誠実にそれら
の価値に向き合い，道徳としての問題を考え続け
る姿勢こそ道徳教育で養うべき基本的資質である
との認識に立ち，発達の段階に応じ，答えが一つ
ではない道徳的な課題を一人一人の児童生徒が自
分自身の問題と捉え，向き合う『考え，議論する
道徳』へと転換を図る」とされている。その際， 

「考え，議論する道徳」は，「道徳の時間」での道
徳の学習の質的転換を図るものだと明言されてい
る13）。

教科としての目標との関わり
　今回の学習指導要領の改訂において提示されて
いる資質・能力の三つの柱（「知識・技能」，「思
考力・判断力・表現力等」，「学びに向かう力・人
間性」）への対応については，道徳教育の特質を
踏まえ，「道徳的諸価値の理解と自分自身に固有
の選択基準・判断基準の形成」，「人間としての在
り方・生き方についての考え」，「人間としてより

何ができるようになるか

／ ＼

何を学ぶか ―― どのように学ぶか
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よく生きる基盤となる道徳性」がそれぞれ対応す
る14）。教科としての「見方・考え方」は，道徳科
における「深い学び」の鍵と位置付けられ，「様々
な事象を，道徳的価値の理解をもとに自己とのか
かわりで（広い視野から）多面的・多角的に捉え，
自己の（人間としての）生き方について考えるこ
と」15）であるとされている。

資質能力を育成する学びの過程
　資質能力を育成する学びの過程は，「道徳的価
値の理解を基に，自己を見つめ，様々な物事を（広
い視野から）多面的・多角的に考え，自己の（人
間としての）生き方についての考えを深める学習」
であり，児童生徒一人一人が道徳的価値の理解を
自分との関わりで捉えることが重要とされてい
る。そのために特定の価値を絶対的なものとして
指導したり，本来実感を伴って理解すべき道徳的
価値のよさや大切さを観念的に理解させたりする
学習に終始することのないように配慮することを
求めている16）。

５．「主体的・対話的で深い学び」

　今回の改訂で取り組むもっとも重要な課題は，
質の高い，深い学びを実現することであるが，そ
こで登場したのが「主体的・対話的で深い学び」
であり，アクティブ・ラーニングとも呼ばれてい
たこの学びは，答申の「（15）道徳教育」におい
ては，「他者とよりよく生きるための基盤となる
道徳性をはぐくむため，答えが一つではない道徳
的な課題を一人一人の児童生徒が自分自身の問題
と捉え，向き合う『考え議論する道徳』を実現す
ること」（下線は引用者による）17）とされ，「自我
関与」とも呼ばれているのだが，これについては，
安易に解釈すると，結局道徳の学習をこれまでの
モノローグ的な学習へ引き戻すことにもつながる
ため，注意深く慎重に理解する必要がある。

「主体的な学び」の視点について
　ここで「主体的な学び」とは，答申でも，当然
単なる生活経験を出し合ったり，登場人物の心情
理解に終始したり，思ったことを言ったり書いた
りすることではないとされている18）。「主体的な
学び」は，確かに，それぞれの児童生徒が自己の
成長や発達を達成するための学習の在り方である
が，自分の課題を自分一人で考えたりすることや，

すでに達成された学習の在り方として前提される
ものではなく，学級の仲間と一定の問題や課題の
解決に向けて学習を進めていくなかで育つもので
あると筆者は考えている。そういう意味では，「対
話的な学び」と緊密にかかわっている。
　しかし，答申やそれに基づく学習指導要領で述
べられている，一人一人の児童生徒が「道徳的価
値の理解を自分との関わりで捉える」ことを文字
通りに狭く受け止めると，「対話的な学び」があ
る限定されたものになってしまうことになりかね
ない。一人一人の価値観は違うのだから一人一人
の受け止め方や考え方が重要であり，それを最大
限に尊重すべきだと解釈してしまうことになり，
話し合ったり，討論することが学びの在り方とし
て持つ意義を失いかねない。これは，道徳の学習
が，教材にある道徳的な考え方や生き方の善さや
問題点とその根拠を多様な観点から考え，そこで
気づいたことや学んだことを通して自分の考え方
をより納得できるもの，より深いものにしていく

「主体的な学習」であることが必要だということ
であり，教材を学ぶことが即自分の生き方を見直
すことになるわけではない。そうしてしまうと，
教材を通した学習は児童生徒それぞれの考え方に
還元され，道徳の学習それ自体が相対的なものへ
拡散する。
　したがって，学びの過程は二つの段階を区別す
る必要がある。一般性・普遍性を追求する段階，
つまり教材に示されている，ある「生き方」が妥
当なものであるかどうか，一般性・普遍性を持つ
かどうかを考える段階とその一般性・普遍性を持
つと認められた「生き方」を自己のなかに受入れ
る，つまり自分の考え方（道徳では，「生き方」
と呼ばれている。）を見直す段階である。前者は
教室の仲間と共に行われる。後者は各自の内面に
おいて行われる。後者は個々人の自律性に関わる
聖域である。ここまでは教育が意図的に踏み込む
ことはできないように思われる。
　一般に学校における道徳教育が慎重に捉えられ
てきたのは，あるいはネガティブに受け止められ
ることがあったのはこのことがかかわっているよ
うに思われる。道徳が教科になることに懸念を持
つ人々も，このことを念頭に置いているのだと思
われる。
　子供たちには，自分のなかに自分の考え方がす
でにあって，それとつなげながら，学習対象であ
る，ある「生き方」を学ぶのであるが，ここで問
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題なのは，すでに個々の子供たちの内にそれぞれ
の自律的な「生き方」を前提においてよいのかど
うかである。確かに，子供たちは様々な意見を述
べることだろう。しかし，その意見は自分の自律
的「生き方」を想定した意見なのだろうか。大人
という観点から見れば，そうかもしれないが，子
供たちの場合には，いまだ発達途上にあり，自律
的に完成された「生き方」を前提に置くことはで
きないのではないか。
　それよりは，いまだ発達段階の途上にあり，当
人でさえいまだ明確になっていないものとして想
定して，教材に盛り込まれた，ある「生き方」を
教室の仲間とそれが妥当なものなのかどうか，そ
の根拠は何かをめぐって話し合うことが妥当な学
習なのではないか。その際，たとえ教師とは言え，
子供たちの内奥の「生き方」に直接影響力を行使
することはできない。あるいは間接的に話し合い
を操作することによってある影響を与えることも
できない。
　すると，「主体的な学び」は，発達段階を踏ま
えて考えるなら，実は「相互主体的な学び」と言
うべきものから始まるのではないか。いまだ主体
性が確立しているわけではなく，子供同士がある
課題に取り組むなかで主体性や主体的学びも育っ
てくると考えるべきである19）。

「対話的な学び」の視点について
　「対話的な学び」とは何かについては必ずしも
明確に示されていないが，「自分と異なる意見と
向かい合い議論すること等を通じて，自分自身の
道徳的価値の理解を深めたり広げたりすることが
求められる」20）と述べていることからすると，一
人での学びは，その学びがより深く，広いものと
なるには限界があり，他者との対話や議論による
考えの交流が必要だと考えられている。これは人
と人との間にある道徳の本質，学ぶことの成り立
つ可能性にかなっている。
　その一方で，「合意を形成することが目的では
ない」21）ことが強調されているが，合意や了解を
めざさない対話や議論が学習活動として十分かと
いう疑問が残る。それぞれが思うことをただ述べ
合うことが対話や議論だとすれば，それは「主体
的な学び」の基盤となる主体性をすでに持ってい
ることを前提している。すでに言及したように主
体性は育つものではないか。また，ただ思うこと
を言い合うのは，対話ではなく，談話であろう。

それが質の高い，深い学びをもたらすとは考えに
くい。
　学びを対話によって構想した最初の教師は，周
知のようにソクラテスである。したがって，その
起源は古いのであるが，この場合，教師ソクラテ
スと若者（生徒）やソフィストたちとの間で対話
は行われている。確かに対話を通して若者（生徒）
は自分の考えていることの曖昧さや矛盾に気づく
こととなっている。しかし，若者（生徒）はソク
ラテスによって論理的に矛盾を指摘され窮地に立
たされる。これは若者（生徒）が高度なストレス
状態に追い込まれるということでもある。果たし
てそれで「主体的な学び」が行われたと言えるの
かどうか疑問が残る。もし今日「対話による学び」
がこのソクラテスモデルによって考えられている
とすれば，それはいかがなものだろうか。
　このソクラテスモデルが，少なくとも今日の小
学生や中学生，さらに高校生や大学生にも妥当す
ることかと言えば，必ずしもそうは言えない。今
日妥当なのは，教師と児童・生徒間の一対一の対
話というよりは，児童・生徒間の対話，つまり社
会的関係の営みが行われている教室という場を共
に構成している児童・生徒同士で行う対話こそ妥
当なものである。そうであることによって道徳の
学習はモレス（mores）やエトス（éthos）の学
習という，今日見失っているその社会的な起源を
取り戻すこととなる22）。

６．価値観多様化時代の「対話的な学び」

　価値観の多様化という社会の現実が道徳性の在
り方まで侵食している私事化傾向を踏まえれば，
合意や了解をめざし，それに近づく対話や議論を
行うことこそ他者の考えを尊重すると同時に互い
の間に共通理解をもたらしてくれるのではない
か。教え込みを恐れるあまり，合意や了解を外し
てしまうと，学びの質や深さの追求それ自体を放
棄してしまいかねない。答申のなかでたびたび強
調されている「道徳教育の特質」とは，前節で述
べた二つの段階の学習過程の違いを考慮していな
いことであり，知識の学習と区別しようとするが
ために，異質さだけに目が向けられ，学習として
共通する部分や両者の関係を見逃してしまってい
るのである。
　授業の教材は，一定の問題や課題を提示するも
のであり，子供たちはその問題や課題の解決を求
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めて切磋琢磨し合い，その教材が含む道徳的価値
についての今までの理解や考え方をより深めて，
納得のいく理解や考え方に変えていく。そのため
に共に学んでいる仲間と議論を行うのが学習だか
ら，解決という合意や了解を目標に置くのは当然
である。それに取り組むことで，結果として一人
一人の学習成果は，各々の「生き方」に反映され
るのだと，筆者には思われる。
　このように考えると，今回の学習指導要領の改
訂の成否は，この学習過程をいかに具体化するこ
とができるかにかかっている。

議論・討論による道徳の学習過程
　議論・討論による学習過程を具体的に構想する
上で，手助けになりうるものに，トゥールミンモ
デルがある。トゥールミン，St. （Toulmin, St. 
1922～2009）は事実に関する議論・討論モデルの
みならず，道徳の内容である価値や規範も議論・
討論による論証の対象となりうることを主張して
いる。一般には価値や規範は相対性をその特質と
するために，論証の対象とはみなされない。しか
し，彼は次のような図式を示しながら価値や規範
の論証を試みている23）。

　この図が意味していることの一つは，主張（S）
には必ずその根拠としてデータ（D）が伴われる
ことである。例えば，昨日友達に貸した消しゴム
を返してもらおうとして，友達に対して「貸した
消しゴムを返してくれ」と言う際に，次のように
言うことだろう。「君は昨日僕の消しゴムを借り
るときに，明日必ず返すと言っていた。だから返
してくれ」と。ここにはただ返してくれという主
張があるだけでなく，主張の根拠にあたるものが
事実として示されている。明日返すと約束したの
だから返してくれと，事実をデータ（D）として
添えて主張しているのである。しかし，相手が「借
りたものは返すべきである」という規範や「約束
は守らなければならない」という規範を承認して
いなければ，返してもらうことはできない。二つ

の規範は，データ（D）に基づく主張は正しいこ
とを主張する論拠になっているのであるが，相手
に返してもらうにはこの論拠（W）を相手に認め
てもらわなくてはならない。そのためには，論拠
が正しいことを相手に対して論証する必要があ
る。その際に必要なのは，論拠（W）の根拠（G）
を相手に示し，受け入れてもらうことである。
　この図式は，学校の道徳科の授業で規範や価値
の正しさや大切さについて子供たちが学ぶ過程を
も示していると考えられないだろうか。価値や規
範を当事者の心情（悲しむ，喜ぶ）をその根拠と
して考えている場合には，この図式は大した意味
を持たないかもしれないが，価値や規範が我々の
社会（人間関係）や生活を支えるものであり，主
観にかかわらず客観的事実として役割を果たして
いるものだと考えれば，この図式の意義は承認さ
れるであろう。
　今日，道徳的価値観の相対化状況のなかで，道
徳の教科化が行われ，その際に求められる道徳の
学習過程とは，これなのではなかろうか。しかも
グローバル化によって変化の激しい社会における
道徳や道徳教育の課題は，これをおいてほかには
ないと言ってもよかろう。先に提案した道徳の学
習における第一の学習段階はこの根拠（G）を発
達段階に応じて子供たちが議論や討論，いわゆる
話し合いによって追求していくことである。

議論・討論を展開するために必要なルール
　議論・討論や話し合いが，行為や行動の背後に
ある道徳的な考え方に効果的に迫るものになるに
は，議論・討論や話し合いが，根拠や理由を追求
するものであり，そのためには一定のルールに
従って進められる必要がある。日常の談話（雑談）
はともかく，探究的な学習活動としての話し合い
は，単なる主観的，心情的な考えを意見として表
明し合うことではない。道徳の学習が問題解決や
自己の生き方を深く見つめる学習となるには，意
見には必ず根拠（理由）があること，そして，そ
の根拠（理由）に基づく納得が重要となる。そう
あってはじめて道徳は単に個人の恣意的な，主観
的なものではなく人間として他者とともに納得の
できる筋道の通った（合理的な）ものになる。し
かも日常生活で多様に生じる道徳的な問題にも解
決の見通しが生まれてくる。そのような学習を経
ることによって見直された自己の生き方や在り方
も，誰もが，とりわけ自分自身が納得できるもの

データ（D） → 主張（S）

↑ 

論拠（W）

↑ 

根拠（G）
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になる。
　道徳の学習における話し合いがそのようなもの
になるには，話し合いのルールが必要である。最
後に，そのようなルールを一つ提案しよう。

　話し合いのルール
①�だれも自分の意見を言うことをじゃまされな
い。

②�自分の意見は必ず理由をつけて言う。
③�他者の意見にははっきり賛成か反対かを表明す
る。

④�理由が納得できたらその意見は正しいと認め
る。

⑤�意見は変えてもよい。ただし，その理由を言う。
⑥�みんなが納得できる理由を持つ意見は，みんな
それに従わなければならない。

　このルールは，「話し合いがその目的を達成で
きるにはどのようなルールが必要か」について，
小学校高学年と中学校１年生の子供たちに考えて
もらい，そこで出てきた意見を重複や当たり前だ
からなくてもいいものは消去しながら，当事者で
ある子供たちと教師が集約することによってでき
たものである24）。小学校高学年と中学校１年生は
同じ結論に達している。これは話し合いが話し合
いとして充足していなければならない条件を探る
ことで定式化されたものだが，それは倫理学にお
ける討議倫理学において，ハーバーマス，J.

（Habermas, J. 1937～）があげる３つの原則（「普
遍化原則」，「討議原則」そして「理想的発話状況」）
に対応している25）。ドイツの哲学者が提示してい
る原則と子供たちが考えたルールが重なることに
は疑問もあろうが，その原則の名称や学説はとも
かく，ルールの内容は同一なのである。
　一般に話し合いのルールは，「手を挙げて，教
師にあてられてから発言する」や，「付け足しか，
反論か，自分の意見かを区別して発言する」等々
のものが多いが，それらはこの子供たちには当た
り前のことなのである。また，道徳の授業での話
し合いは，合意をめざすものではないという考え

方もあるようだが，「多面的・多角的」な観点か
らの話し合いであるならなおさらこれらのルール
は必要である。たとえ合意に至らなくても，それ
をめざして様々な視点や観点から考えるなかで積
み重ねられる了解によって，それぞれの考えは妥
当性を増していくからである。一人一人が正しい
と思っていることを見直し，自分自身が納得でき
る一定の根拠のある確かさを持って，ある具体的
な状況のなかで自分の生き方や在り方を自覚でき
るのである。

７．おわりに

　はじめに述べたように，変化が激しく，多様な
価値観が交差し合う現代社会では，価値観の相対
化傾向は著しく強まることはあっても，弱まるこ
とはありえない。しかし，人々が出会い，ある一
つの実りある社会的関係が営まれていくと共に，
子供たちの確実な学びが可能になるためには，互
いの考え方や思いを調整し，必要最低限の共有可
能な考え方や思いを持ち合うことは避けられな
い。そのためには，それが可能になるための力を
子供たちの内に育てておくことが必要である。筆
者は，その力を「共にする」（communicare）を
語源に持つ，納得をめざすコミュニケーション

（communication）に求めたいと考えている。
　今回の学習指導要領の改訂は，昭和の時代に始
まり，今日まで継続的に取り組まれている，近代
的な学習観を克服し，現代社会に相応しい在り方
を実現しようと企図する大きな改革であるように
思われるが，その成否は教科道徳のこれからにか
かっているようにも思える。なぜなら，道徳教育
は近代に固有の教育課題であり，そのために様々
な課題を抱えてきた。道徳の教科化はそれを克服
しようとする企図でもあるからである。
　また，本学看護学部は小中高等学校の養護教員
の養成を行っている。養護教諭は唯一近代教育の
しがらみを克服できる立場にあると考えている
が，これについては稿を改めて論じたい。
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